
和歌山県介護員養成研修実施要綱 新旧対照表 

新 旧 

第１～２２（略） 

 

（実績報告） 

第２３ 介護員養成研修事業者は、第８及び第１８の規定により指定

を受けた研修の修了日の属する年度の翌年度の５月末日までに、

「介護員養成研修実績報告書」（別記第２０号様式）に次に掲げる

書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（１）研修修了者の氏名、生年月日、住所、電話番号、修了年月日及

び修了証明書の番号を記載した研修修了者名簿（別記第２１号様

式）の写し 

（２）研修受講者出席簿（別記第２２号様式）の写し 

 

（３）本人確認が可能な書類の写し 

（４）研修における知識及び技術の修得状況評価書の写し 

（５）筆記試験結果一覧（別記第２３号様式）の写し 

（６）研修事業収支決算書 

２ 講義を通信の方法によって行った場合には、前項各号に掲げる書

類のほか、添削指導評価（別記第２４号様式）を添付しなければなら

ない。 

３ 実習を行った場合には、前項各号に掲げる書類のほか、実習修了

証明書（別記第２５号様式）の写しを添付しなければならない。 

第１～２２（略） 

 

（実績報告） 

第２３ 介護員養成研修事業者は、第８及び第１８の規定により指定

を受けた研修の修了日の属する年度の翌年度の５月末日までに、

「介護員養成研修実績報告書」（別記第２０号様式）に次に掲げる

書類を添付して知事に提出しなければならない。 

（１）研修修了者の氏名、生年月日、住所、電話番号、修了年月日及

び修了証明書の番号を記載した研修修了者名簿（別記第２１号様

式）の写し 

（２）研修受講者出席簿（別記第２２号様式）及び添削指導評価（別

記第２３号様式）の写し 

（３）本人確認が可能な書類の写し 

（４）研修における知識及び技術の修得状況評価書の写し 

（５）筆記試験結果一覧（別記第２４号様式）の写し 

（６）研修事業収支決算書 

 

 

 

２ 実習を行った場合には、前項各号に掲げる書類のほか、実習修了

証明書（別記第２５号様式）の写しを添付しなければならない。 



４ 補講を行った場合には、前項各号に掲げる書類のほか、介護員養

成研修補講実施報告書（別記第２６号様式）を添付しなければなら

ない。 

５ 受講科目及び受講時間の免除を行った場合には、前項各号に掲げ

る書類のほか、「介護員養成研修受講科目免除報告書」（別記第２

７号様式）及び免除資格を証明する書類（修了証）の写しを添付し

なければならない。なお、免除の対象及び方法については、第３０

のとおりとする。 

 

第２４～３１（略） 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 和歌山県介護員養成研修事業実施要綱（平成１９年施行。以下「旧

要綱」という。）は廃止する。ただし、平成２５年３月３１日まで

に研修を開始するものについては、旧要綱を適用する。 

３ 事業者指定を受けようとする者は、本要綱施行日前であっても、

指定申請を行うことができる。また、知事は、この申請があった場

合には、施行日前であっても事業者を指定することができることと

し、当該指定は施行日以降にその効力を生ずる。 

４ 旧要綱により事業者指定を受けており、過去１年以内に研修事業

を行った実績のある事業者は、介護職員初任者研修課程の事業者指

定の際に第７第１項第１５号、第１６号、第１７号、第１８号、第

３ 補講を行った場合には、前項各号に掲げる書類のほか、介護員養

成研修補講実施報告書（別記第２６号様式）を添付しなければなら

ない。 

４ 受講科目及び受講時間の免除を行った場合には、前項各号に掲げ

る書類のほか、「介護員養成研修受講科目免除報告書」（別記第２

７号様式）及び免除資格を証明する書類（修了証）の写しを添付し

なければならない。なお、免除の対象及び方法については、第３０

のとおりとする。 

 

第２４～３１（略） 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 和歌山県介護員養成研修事業実施要綱（平成１９年施行。以下「旧

要綱」という。）は廃止する。ただし、平成２５年３月３１日まで

に研修を開始するものについては、旧要綱を適用する。 

３ 事業者指定を受けようとする者は、本要綱施行日前であっても、

指定申請を行うことができる。また、知事は、この申請があった場

合には、施行日前であっても事業者を指定することができることと

し、当該指定は施行日以降にその効力を生ずる。 

４ 旧要綱により事業者指定を受けており、過去１年以内に研修事業

を行った実績のある事業者は、介護職員初任者研修課程の事業者指

定の際に第７第１項第１５号、第１６号、第１７号、第１８号、第



１９号及び第２０号の書類の提出を免除する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

２ 旧要綱により行った指定その他行為は、この要綱の相当規定によ

ってしたものとみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年１０月１８日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年３月２８日から施行する。 

 

 

１９号及び第２０号の書類の提出を免除する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

２ 旧要綱により行った指定その他行為は、この要綱の相当規定によ

ってしたものとみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年１０月１８日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



別記第１～４号様式（略） 

 

別記第１～４号様式（略） 

 



別記第５号様式の２（略） 

 

別記第 5 号様式の２（略） 

 



  



  



  



別記第８～１０号様式（略） 

 

別記第８～１０号様式（略） 

 



別記第１２～１５号様式（略） 

 

別記第１２～１５号様式（略） 

 



別記第１７～１９号様式（略） 

 

別記第１７～１９号様式（略） 

 



  



  



別記第２２号様式（略） 

 

別記第２２号様式（略） 

 



 

 
 

 



  



  



 
別記第２７号（略） 

 

別記第２７号（略） 


